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要旨 

【目的】本研究では、特定行為研修修了者の地理的分布を示すとともに、訪問看護に所

属する特定行為研修修了者の配置における地域の特徴を明らかにすることを目的とし

た。 

【方法】研究デザインは、横断研究である。対象は、厚生労働省が公表している「看護

師の特定行為研修制度ポータルサイト」に収載されている「特定行為研修者名簿」に

2025 年 4 月 10 日時点で収載されていた特定行為研修修了者のうち、就業先施設種別が

「訪問看護ステーション」であった特定行為研修修了者で、就業先が特定可能な者とし

た。訪問看護に所属する特定行為研修修了者の就業先住所から、二次医療圏コードを付

与しデータとした。二次医療圏コードは e-GOV データポータルの二次医療圏一覧を参

照した。人口は 2025 年 1 月 1 日時点の住民基本台帳人口にある市区町村別人口を用い、

二次医療圏コードと突合したデータを作成し活用した。二次医療圏の 3 つの地域区分ご

とに、訪問看護に所属する特定行為研修修了者が配置されている二次医療圏数、訪問看

護に所属する特定行為研修修了者数を算出した。 

【結果】訪問看護に所属する特定行為研修修了者 398 名が分析対象となった。全二次医

療圏 330 のうち、訪問看護に所属する特定行為研修修了者が配置されている二次医療圏

は 146 であり、大都市型二次医療圏では 39、地方都市型二次医療圏では 88、過疎地域

型二次医療圏では 19 の地域に特定行為研修修了者が配置されていた。特定行為研修修了

者が配置されていない二次医療圏は 184 であった。大都市型二次医療圏 48 のうち特定

行為研修修了者が配置されている大都市型二次医療圏は 39（81.3％）、地方都市型二次

医療圏 158 のうち特定行為研修修了者が配置されている地方都市型二次医療圏は 88

（55.7％）、過疎地域型二次医療圏 124 のうち特定行為研修修了者が配置されている過疎

地域型二次医療圏は 19（15.3％）であった。訪問看護に特定行為研修修了者が配置され

ている二次医療圏の地域区分は、大都市型二次医療圏は 141 名（35.4％）、地方都市型二

次医療圏は 230 名（57.8％）、過疎地域型二次医療圏は 27 名（6.8％）であった。 

【結論】訪問看護に所属する特定行為研修修了者が配置されている二次医療圏は、大都



市型および地方都市型二次医療圏が 9 割以上であり、過疎地域型二次医療圏での配置は

少なく、大きな偏在が生じていることが示唆された。今後は、過疎地域における修了者

配置を推進するため、遠隔教育の活用、研修費用への公的支援、代替要員確保への補

助、地域医療機関との連携強化などの支援策が必要である。 

 

A 目的 

世界的に人口の高齢化と慢性疾患の増加

が進み、医療ニーズはより複雑化している 

[1]。一方、多くの国ではプライマリケア

医の不足や地域偏在が深刻化しており[2-

4]、医師のみでは増大する医療需要に十分

対応できない状況にある。その結果、在宅

医療（HBMC）へのアクセスの障壁を減ら

す た め に 、physician assistants や Nurse 

Practitioners（ 以 下 、NP） な ど の 他 の

health care providers への依存が高まってい

る[5]。 

米国では、NP は、最大都市圏を除いた

大都市圏、都市部、農村部において、他の

職種よりも多くの在宅医療を提供している

ことが示されており[6]、在宅医療におけ

る看護師の役割が期待されている。日本で

は、在宅医療等の推進を図るために、2015

年に特定行為に係る看護師の研修制度が開

始された。この制度により、研修を受けた

看護師が、医師または歯科医師の判断を待

たずに、手順書により、一定の診療の補助

を行うことができるようになった[7]。特

定行為研修を修了した看護師数は 2025 年 9

月には 13,887 人[8]、指定研修機関は 2025

年 3 月には 462 機関となった[9]。  

就業先別では、病院が 10,067 人（85.9%）

と最も多く、訪問看護ステーションは 725

人（6.2%）、診療所 409 名（3.5％）であり、

就業場所による偏在がある。 

在宅医療の供給は都市部に集中する傾向

がある。rural area の住民は、在宅医療へ

のアクセスの不足により在宅医療の活用に

おいては格差を経験している[6,10]。日本

でも、在宅医療資源は人口密度の高い都市

部に多く、過疎地域では少ないことが報告

されており、地域差があることが示されて

いる[11]。NP を含めた高度実践看護師も

都市部に集中する傾向があり、米国では、

NP の多くが都市部に集中し、農村部では

人口当たりの NP 数が少ないことが示され

ている[12]。高度実践看護師についても都

道府県間での地域偏在が存在し、近年その

不均等性は改善傾向にあるものの、依然と

して地域格差が残存していることが報告さ

れている[13]。在宅医療の担い手として中

心的役割を果たしていくことが期待される

特定行為研修者についても、都市部に集中

し、地域偏在が生じている可能性がある。 

研修内容や研修提供体制は国により異な

るが、研修受講のための障壁についての報

告がなされている。研修受講における障壁

として、NP 資格を得るための進学や研修

における時間や経済的負担があることが明

らかにされてきた[14]。一方、研修受講場

所についての障壁も報告されており、rural 

area では研修における臨地実習研修が不足

しており、育成の機会が制限されていると

も報告されている[15]。 

特定行為研修修了者については、地理的

分布の実態が十分に把握されていない。特

に、訪問看護に所属する特定行為研修修了



者の地理的分布を明らかにすることは、日

本の在宅医療を支える看護師が、必要な地

域に配置されているか検討するために必要

である。 

本研究では、特定行為研修修了者の地理

的分布を示すとともに、訪問看護に所属す

る特定行為研修修了者の配置における地域

の特徴を明らかにすることを目的とした。 

 

B 方法 

1. 研究デザイン・調査対象 

研究デザインは、横断研究である。対象

は、厚生労働省が公表している「看護師の

特定行為研修制度ポータルサイト」[16]に

収載されている「特定行為研修者名簿」に

2025 年 4 月 10 日時点で収載されていた特

定行為研修修了者のうち、就業先施設種別

が「訪問看護ステーション」であった特定

行為研修修了者で、就業先が特定可能な者

とした。 

 

2. 調査内容 

訪問看護に所属する特定行為研修修了者

の就業先住所から、二次医療圏コードを付

与しデータとした。二次医療圏コードは e-

GOV データポータルの二次医療圏一覧

[17]を参照した。人口は 2025 年 1 月 1 日

時点の住民基本台帳人口[18]にある市区町

村別人口を用い、二次医療圏コードと突合

したデータを作成し活用した。 

 

3. 分析方法 

 二次医療圏の地域区分は、①大都市型、

②地方都市型、③過疎地域型に区分される。

①大都市型二次医療圏は、人口が 100 万人

以上であるか、または人口密度が 2,000 人

/㎢以上である二次医療圏、②地方都市型

二次医療圏は、大都市型二次医療圏の条件

以外で、人口が 20 万人以上であるか、ま

たは人口が 10 万人以上で、かつ人口密度

が 200 人/㎢以上である二次医療圏、③過

疎地域型二次医療圏は、大都市型二次医療

圏、地方都市型二次医療圏の条件以外の二

次医療圏、と区分されている。二次医療圏

の 3 つの地域区分ごとに、訪問看護に所属

する特定行為研修修了者が配置されている

二次医療圏数、訪問看護に所属する特定行

為研修修了者数を算出した。 

 分析は、統計解析ソフトウェア Stata 19

を用いた。 

 

4. 倫理的配慮 

 本研究は公表データのみを用いて行った

ため、倫理審査は受けていない。 

 

Ｃ 結果 

 訪問看護に所属する特定行為研修修了者

398 名が分析対象となった。 

全二次医療圏 330 のうち、訪問看護に所

属する特定行為研修修了者が配置されてい

る二次医療圏は 146（44.2％）で、配置さ

れていない二次医療圏は 184（55.8％）で

あった。特定行為研修修了者の配置を地域

区分でみると、大都市型二次医療圏は 39、

地方都市型二次医療圏は 88、過疎地域型二

次医療圏は 19 であった。 

二次医療圏ごとの訪問看護に所属する特

定行為研修修了者の分布を図 1 に示す。ま

た、二次医療圏の地域区分ごとの訪問看護

に所属する特定行為研修修了者の分布を図

2～4 に示す。 

二次医療圏の地域区分ごとの、訪問看護



に所属する特定行為研修修了者が配置され

ている二次医療圏数、および訪問看護に所

属する特定行為研修修了者数を表１に示す。

大都市型二次医療圏 48 のうち特定行為研

修修了者が配置されている大都市型二次医

療圏は 39（81.3％）、地方都市型二次医療

圏 158 のうち特定行為研修修了者が配置さ

れ て い る 地 方 都 市 型 二 次 医 療 圏 は 88

（55.7％）、過疎地域型二次医療圏 124 の

うち特定行為研修修了者が配置されている

過疎地域型二次医療圏は 19（15.3％）であ

った。訪問看護に特定行為研修修了者が配

置されている二次医療圏の地域区分は、大

都市型二次医療圏は 141 名（35.4％）、地

方都市型二次医療圏は 230 名（57.8％）、

過疎地域型二次医療圏は 27 名（6.8％）で

あり、大都市型二次医療圏および地方都市

型二次医療圏に 93.2%が集中していた。 

 二次医療圏の地域区分別に見た人口 1 万

人あたりの訪問看護に所属する特定行為研

修修了者数の分布を図５に示す。大都市型

二次医療圏の 1 万人あたりの訪問看護に所

属する特定行為研修修了者数は 0.02±0.02

人 （0-0.09）、 地 方 都 市 型 二 次 医 療 圏 は

0.04±0.06（0-0.26）、過疎地域型二次医療

圏は、0.03±0.09（0-0.54）であった。 

 

Ｄ 考察 

 訪問看護に所属する特定行為研修修了者

が 配 置 さ れ て い る 二 次 医 療 圏 は 146

（44.2％）であり、配置されていない二次

医療圏が 184（55.8％）を占めた。この結

果から、訪問看護に所属する特定研修修了

者の配置には、二次医療圏間で大きな偏在

が存在していることが示唆される。特に、

二次医療圏の過半数に修了者が配置されて

いない点は、在宅医療提供体制の地域格差

を反映していると考えられる。 

 特定行為研修修了者の９割以上が大都市

型および地方都市型の医療圏に集中してい

る背景には、都市部における医療資源や教

育機会の集積 [19] が影響している可能性

がある。一方、過疎地域型二次医療圏では

配置割合が 6.8％にとどまっており、医療

人材不足の深刻さが示されている。過疎地

域では、訪問看護ステーションの規模が小

さいことや、人員配置に余裕がないことか

ら、研修参加への時間的・経済的負担が大

きい。また、研修修了後も医師との連携体

制や特定行為実施の機会が限られ、専門性

を十分に発揮できない可能性があることも、

配置が進まない要因として考えられる。 

 しかしながら、過疎地域こそ医師不足や

医療アクセスの制限が大きく、訪問看護師

による高度な在宅医療支援の必要性は高い。

特定行為研修修了者がこうした地域に配置

されることで、タイムリーな医療処置や症

状管理が可能となり、在宅療養の継続支援

や入院回避への貢献が期待される。そのた

め、地域偏在の是正は重要な課題である。 

 今後は、過疎地域における修了者配置を

推進するため、遠隔教育の活用、研修費用

への公的支援、代替要員確保への補助、地

域医療機関との連携強化などの支援策が必

要である。また、特定行為研修修了者が地

域で継続的に活動できるよう、役割の明確

化や実践機会の確保、キャリア支援体制の

整備も求められる。これらの取り組みによ

り、地域における在宅医療提供体制の均て

ん化につながる可能性がある。 

  

E 結論 



 訪問看護に所属する特定行為研修修了者

が配置されている二次医療圏は、大都市型

および地方都市型二次医療圏が 9 割以上で

あり、過疎地域型二次医療圏での配置は少

なく、大きな偏在が生じていることが示唆

された。今後は、過疎地域における修了者

配置を推進するため、遠隔教育の活用、研

修費用への公的支援、代替要員確保への補

助、地域医療機関との連携強化などの支援

策が必要である。 
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図 1 全二次医療圏の訪問看護に所属する

特定行為研修修了者の分布 

図 2 大都市型二次医療圏の訪問看護に 

   所属する特定行為研修修了者の分布 

図 3 地方都市型全二次医療圏の訪問看護に 

所属する特定行為研修修了者の分布 

図 4 過疎地域型二次医療圏の訪問看護に 

所属する特定行為研修修了者の分布 



表 1 二次医療圏地域区分ごとの訪問看護に所属する特定行為研修修了者（n=398） 

の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 二次医療圏の地域区分別に見た人口 1 万人当たりの 

訪問看護に所属する特定行為研修修了者数 

訪問看護に所属する特定行為研修修了者が

配置されている二次医療圏数 n(％)
39 (81.3) 88 (55.7) 19 (15.3)

訪問看護に所属する特定行為研修修了者数 n(％) 141 (35.4) 230 (57.8) 27 (6.8)

過疎地域型

(n=48) (n=124)(n=158)

大都市型 地方都市型


